


■SANYO e-LIFE CLUBおよびCSボイスプログラムの展開 

マーケティング部門では、Webサイトを活用して「SANYO e-LIFE CLUB」という会員組織を運営し、ご愛用者登録と「e-LIFEリサ

ーチ」（ユーザー調査）を通じてお客さまの声を積極的に集めています。「ご愛用者登録」では、当社商品のご購入者に登録い

ただき、当社から各種の商品情報を提供するとともに、ご購入いただいた商品についてのご意見をお聞きしています。「e-LIFE

リサーチ」はWebアンケート、グループインタビュー、訪問調査などさまざまな方法で生活者ニーズの発掘や当社製に限らない

幅広い商品の使用状況の調査などを行い、新商品開発に反映させています。 

また、CS部門では、従業員ももっとも身近な消費者ととらえ、その声を商品づくりに活かす「CSボイスプログラム」を実施してい

ます。このプログラムでは、「CSパートナー」に登録してもらった従業員に対し、商品の新機能の検証や改善点の洗い出しのた

めのアンケート、消費者視点でのニーズ発掘のためのグループインタビューなどを行っています。  

～CSボイスプログラムによるクリーナー取扱説明書の改善事例～ 

商品開発担当者は商品開発において常に新しい発想、新しい企画に挑んでいるため、取扱説明書でも、新機能の追加や改良

によって使い方が変わった部分の記述を改めることに意識が集中していました。 CSパートナーに取扱説明書を見ないでクリ

ーナーを操作してもらうユーザビリティテストを実施し、開発担当者にその様子を実際に観察してもらったことで担当者の意識

が変わり、「お客さまはどんなときに取扱説明書を見なくてはならないか」「そのときの検索しやすさはどうか」といった観点から

取扱説明書が大幅にリニューアルされました。  

 

 



当社では、常にお客さまの視点に立った商品づくり（ユーザー中心設計）をめざし、ユニバーサルデザインを推進しています。

年齢・性別・障がいの有無などにかかわらず、できるだけ多くのお客さまにユーザビリティ（使いやすさ）を提供できるよう、商品

開発の過程において、「使う前」「使う時」「使った後」の各場面での配慮項目を検討します。それらの項目が商品に適切に反映

できているかどうかを、お客さまにも参加いただく調査や評価テストで検証し、結果に基づいて改善を重ねます。そうすることで

より魅力ある商品を提供できると考えています。 

具体的には次のような取り組みによってユニバーサルデザインの考え方を実現しています。  

■開発者が体験することによる特性の理解 

開発者自身が高齢者の擬似体験や障がい者の状態を体験し、多様なお客さまの特性を理

解することで、配慮すべき点を明確にし、開発を進めています。 

■お客さまへのヒアリング調査による要求事項の明確化 

商品開発の初期段階でヒアリング調査などを行ってお客さまの生の声を聞き、商品の問題

点やニーズなど、お客さまの要求事項を開発メンバー全員が理解した上で開発を進めてい

ます。 

■評価テストでのユーザビリティ（使いやすさ）の検証 

開発段階でのシミュレーターや現行商品でのユーザビリティ評価テストを実施し、抽出した

問題点や課題の改善を繰り返すことで、より使いやすく顧客満足の高い商品が提供できる

よう取り組んでいます。 

■科学的検証による客観的データ分析 

人間工学の専門家や外部機関と協業して科学的かつ定量的なデータ分析を行う

ことで、デザインの優位性を数値で理解でき、プロトタイプモデルなどの比較調査

もより客観的に行えます。 

 開発者自身の体験 

お客さまへのヒアリング調査 

ユーザビリティ評価テスト 

科学的検証 
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■ガイドラインや開発ツールによる知識の共有 

ユーザビリティの配慮項目やユーザー中心設計のプロセスを全社共通のガイドラインとして

制定し、社内横断的な専門委員会を通じて開発ツールや開発プロセスの有効な検証手法

の研究を行うなど、全社でユニバーサルデザインを推進しています。 

専門委員会 
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■圧力IHジャー炊飯器 ECJ-XP1000 

音声ガイド搭載により、わかりやすく安心して使える  

光誘導ガイドにより迷うことなく操作がさらにわかりや

すい  

バックライト付きホワイト液晶で表示内容が見やすい  

■ドラム式洗濯乾燥機 AWD-AQ3000 

「おしえてウインドウ」機能により、わかりやすく安心し

て使える  

ジョグダイヤル搭載により設定操作などがさらに使い

やすい  

設置場所や利き腕にあわせて左右ドアをお好みで選

べる  

■コードレス骨伝導電話機 TEL-KU2 

骨伝導なので、聞きにくかった声がよく聞こえる  

大きなボタンで簡単に声の大きさや高さが調節でき聞

き取りやすい  

見やすい表示と大きなボタンで使いやすい  
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多岐にわたる材料・部品などを調達している当社グループでは、お取引先の公正な選定をはじめ、法令の遵守を基本とした購

買活動を通じて、お取引先との良好な関係づくりに努めています。 

当社グループでは、「購買の基本方針」にしたがって、お取引先の対象を国内外に広く求め、グローバルかつオープンな購買

に努めています。 

お取引先の選定にあたっては、当社グループの基準に基づき、厳正かつ公正に、総合的な評価を実施しています。評価項目

には、品質、コスト、納期などに加え、環境対応、遵法状況や人権配慮の社会性項目も組み込んでおり、ともに企業の社会的

責任を果たしていく考えです。  

お取引先と締結した取引基本契約書を誠実に守り、下請代金支払遅延等防止法（下請法）の対象取引について、法令遵守の

徹底に取り組んでいます。 

購買関係部門の役員および従業員を対象に、下請法に関する意識と知識のレベルアップをはかるための社内教育を定期的

に実施しています。2008年度は研修会と説明会を合計9回開催し、約500名が受講しました。お取引先との商談コーナーには

ポスターを掲示し、業務の現場での意識付けもはかっています。そして、実際に法令や社内規定にしたがった公平・公正な取

引が遂行されているかを確認するための社内調査や自主監査を実施しています。 

また、当社Webサイト上に「下請取引に関する通報窓口」を設け、お取引先から情報をご提供いただくことにより下請取引にお

ける重大な違反行為を未然に防ぐ仕組みも整えています。当社の下請取引に関して問題発生が予想されそうなときには積極

的にご活用いただくようお取引先に案内しています。 

 

1. グローバルかつオープンな購買 

購買活動の対象を国内外に広く求め、お取引先さまには機会均等を旨とし、お客さまにご満足い

ただくため、最適な品質、価格、納期でグローバルかつオープンな調達を推進いたします。 

2. 厳正かつ公正な取引先の選定 

当社の基準に基づき、厳正かつ公正に、総合的な評価を実施し、公正で透明な取引先の選定に

努めます。 

3. 取引先との健全なパートナーシップ 

お取引先さまとの健全な取引関係を通じ、お互いの使命を果たす「良きパートナー」として相互理

解を深め、信頼関係を築いてまいります。 

4. 環境に配慮した「グリーン調達」 

環境負荷の小さい物品を、環境保全に積極的なお取引先さまから優先的に購入する「グリーン調

達」を推進し、地球環境との共生をはかってまいります。  

5. 法令と社会規範の遵守 

国内外の関連法規および社会規範を遵守し、また秘密情報は厳格に管理し、機密の保持に徹し

ます。 
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事業活動における独占禁止法（独禁法）の違反を未然に防止するため、販売、購買、技術、製造の各部門の責任者を対象とし

て、定期的に「独禁法遵守状況調査」を実施しています。この調査では、各種ガイドラインをもとに作成したチェックリストに基づ

いて、調査対象者に面談または書面調査を行い、懸念事項が確認された場合には改善措置を講じています。2008年度は各

部門の責任者を中心に575名に対して調査を実施しました。 

お取引先に当社グループの事業の方向性や購買部門の重点施策を

説明するサプライヤーコンファレンスを毎年定期的に開催しているほ

か、より良い製品づくりに向けた情報交換やお取引先のご意見・ご要

望を聞くための機会も積極的に設けています。 

■開発購買の実施 

当社の設計開発部門と購買部門が連携し、お取引先とともに開発初期段階（商談／商品企画）からコスト、品質・安全性、環

境配慮などを追求する開発購買を実施しています。特に業務用機器分野ではVE/VA検討会（付加価値創造）やテアダウン検

討会※1にもお取引先に参画いただき、より良い製品づくりに共同で取り組んでいます。 

※1 製品を部品単位まで分解し、製造工程を含め部品ごとに品質や安全性を考察し、製品を進化させる取り組み。 

■お取引先さまのための「三洋品質管理ガイドライン」 

お取引先とともに企業の社会的責任を果たしていくため、当社からお願いする基本的事項をまとめた「三洋品質管理ガイドライ

ン」を発行し、国内外のお取引先に配布しています。 

当社の品質方針や「安全優先のモノづくり」の考え方に基づき、品質問題を未然に防止するための取り組みを中心に、コンプラ

イアンスの徹底やグリーン調達へのご協力などもあわせて要請しています。 

 

当社グループでは、アジア・中国地域での資材購買が近年急速に伸び、特に中国の華南地区における購買額が全体の約2割

を占めていることから、同地区にある国際調達センターを中心にお取引先との信頼関係の強化や当社グループの購買力向上

に向けた取り組みを行っています。華北・華東地区での部材調達や生産能力が高まっている中国以外のアジア地域でも現地

調達が拡大傾向にあることから、これらの地域においても同様の取り組みを進めていきます。 

サプライヤーコンファレンス
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株主・投資家の皆さまのご支援のもと、持続可能な発展を実現していくために、情報開示、コミュニケーションを重視したIR※1

活動を推進しています。 

 

※1 IR = Investor Relationsの略。株主・投資家向け広報 

当社は、多様なステークホルダーに対して、財務面・環境面を含めた当社の社会的責任にかかわる重要な情報を適切に開示

しています。 

株主・投資家の皆さまへは、透明性、公平性、継続性を重視し、証券取引所の適時開示規則に定められる情報はもちろんのこ

と、決算説明会の資料などについても当社Webサイトに掲載し、積極的かつ公平な情報開示を行っています。これを実践する

ことで、当社グループに対する株主・投資家の理解や評価、投資判断のための適切な材料を提供し、有価証券（当社株式・債

券）の公正かつ円滑な流通が確保されるよう心がけています。 

また、IR活動においては、情報開示のみならず直接的なコミュニケーションによって、株主・投資家の皆さまとの積極的な対話

に努めており、多様なご意見を企業活動に反映し続けていくことで、企業価値の向上をめざしています。  

■発行可能株式総数、発行済株式の総数および株主数※2

 

 

■普通株式の所有者別持株状況※2 

  

※2 2009年3月31日現在。 

区分 発行可能株式総数 発行済株式の総数 株主数 

普通株式 7,060,300,000株 1,872,338,099株 263,615名

A種優先株式 182,600,000株 182,542,200株 3名

B種優先株式 246,100,000株 246,029,300株 3名
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当社は、立場や要望の異なる株主・投資家に対し、それぞれのニーズに沿ったIR活動を展開しています。その活動を通してい

ただいたご意見は、IR担当部署から経営層へ速やかに伝達し、経営およびIR活動の参考としています。 

■個人投資家とのコミュニケーション  

個人投資家に対しては、株主さま向け報告書（SANYO NOW）およびアニュ

アルレポートなどの発行物や、当社Webサイト「投資家向け情報」を通じて、

広く情報を提供しています。これらの情報は、すべての投資家にとって理解

しやすい内容にすることを心がけ、多くの写真や図表を用いて当社グルー

プの事業概要、財務諸表などを説明しています。 

また、約2,000名の株主さまにご来場いただく株主総会では、経営層が直接

コミュニケーションをはかる場として、わかりやすい事業報告と、いただいた

ご質問・ご意見へのていねいな応答を実践しています。  

■機関投資家・アナリストとのコミュニケーション 

機関投資家・アナリストに対しては、経営層およびIR担当者が、決算説明会（年4回）、会社説明会、個別取材等に積極的に対

応し、企業価値の向上に向けた建設的なコミュニケーションを行っています。2008年度は約360件の取材実績がありました。 

■Webサイトを活用したIR情報の発信 

当社Webサイト「投資家向け情報」では、決算短信、有価証券報告書、アニュアルレポートとい

った発行物のほか、中期経営計画、適時開示情報、決算説明会資料など当社グループのさ

まざまな活動をご理解いただける情報を掲載しています。また、情報検索性の向上にも取り

組み、使い勝手の良いWebサイトとなるよう努めています。 

 
SANYO NOW 

（株主さま向け報告書）

アニュアルレポート  

当社Webサイト「投資家向け情報」
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従業員の多様な個性を尊重し、一人ひとりが意欲にあふれ、その能力を最大限に発揮できる環境づくりに力を注いでいます。 

世界規模で事業を展開する当社グループは、国内外で86,016名（2009年3月末現在）の従業員を雇用しています。性別には偏

りがなく、雇用地域も全世界にわたり、多様性に富んだ従業員構成になっています。  

募集、採用、昇進、研修など雇用に関するあらゆる場面において、当社グループの「行動基準」および「行動・倫理規範」に沿っ

て、公平かつ公正に対応しています。各国の関連法規を遵守することはもちろん、国連世界人権宣言やILO国際労働基準など

の趣旨にのっとり、従業員一人ひとりの人権を尊重し、また人種、宗教、国籍、年齢、性別などによる差別や制限は行っていま

せん。  

■2008年度男女別従業員数－連結 

 

■2008年度地域別従業員数－連結 
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■男女別従業員数および平均勤続年数推移－単独 

 

■採用実績－単独 （人） 

  

   2006年度 2007年度 2008年度

職種別
事務系 51 75 97

技術系 129 211 315 

性別 
男性 162 258 348 

女性 18 28 64 

新卒・中途
新卒 141 110 226 

中途 39 176 186 
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私たちは従業員一人ひとりの多様な個性こそが、新たな価値を創造し、成長するための原動力になると考え、国籍の多様化、

女性の活用、障がい者雇用、現地人財※1の登用などに取り組んでいます。  

 

※1 当社グループでは、従業員をかけがえのない財産ととらえ、「人財」と表記しています。 

女性の活躍をより推進するため、労使一体で「ポジティブアクション委員会」（男女半数ずつで構成）を設け、男女の適正な評

価・処遇の浸透に関して積極的に議論しています。議論に基づく取り組みが着実に実を結び、女性従業員の活躍は、企画、営

業、技術開発など多部門に渡っています。 

2008年度には「SANYO女性フォーラム」を開催し、約100名の女性従業員が参加しました。フォーラムでは、社外の女性スピー

カーによる基調講演に続いて、社内の女性役職者※2と女性一般職員の対話形式でロールモデル懇談会を実施し、働きがい

と昇進との関係や仕事と家庭との両立方法など日ごろの思いや悩みを共有し、活発に議論・交流を行いました。  

 

■全役職者に占める女性役職者※2比率の推移-単独（出向社員を含む） 
 

すべての人々がやりがいを感じ、ともに働けるよう、当社グループでは障がいを持つ方々の雇用機会の拡大に努めています。 

現在、「共生の花咲かそう」を基本理念とし、花壇の設営管理や観葉植物の栽培・レンタルなどを手掛ける三洋ハートエコロジ

ー株式会社、「恵まれた環境のなかで障がい者とともに歩む」ことを目標に掲げ、高機能マッサージ機や掃除機などの電気機

器の組み立てを手掛ける播磨三洋工業株式会社の2社の特例子会社※3をはじめ、国内各地の事業所で障がいを持つ従業員

がそれぞれの適性を活かした業務に従事しています。 

当社グループの障がい者雇用率※4は、2009年6月現在で2.02％となっています。 

 

※3 「従業員数に占める障がい者比率が20％以上」など一定の条件を満たす子会社のこと。障害者雇用促進法により、特例子会社の従業員を、親会社の

障がい者雇用率の計算に含めることができます。  

※4 三洋電機を親会社とし、特例子会社2社、特例認定関係会社7社をあわせて、雇用率を算定しています。 

 
※2 課長職以上を役職者と定義しています。 

ロールモデル懇談会の様子
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■障がい者雇用率 

 

海外各拠点では、事業のグローバル化の進展に伴い、製造をはじめとして、技術開発、品質管理、営業、事業企画などさまざ

まな分野で現地雇用を実現しています。 

現在、より現地に密着した事業経営とグローバルレベルでの人財の最適配置を実現するために、グローバルマネジメント機能

を強化し、それぞれの国・地域にあった人財育成制度、評価処遇制度の整備を進めています。 
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当社グループは、男女を問わず、仕事と家庭を両立させたいと希望する従業員にとって働きやす

い環境づくりを進めています。なかでも、労使一体の「次世代育成支援対策委員会」を中心に各

種子育て支援制度を整備し、その利用促進のための意識啓発や職場風土の醸成に積極的に取

り組んできました。2008年4月には育児勤務制度の取得可能期間を小学校3年生の3月末まで拡

大するなど制度の充実をはかり、2009年度からは第3回行動計画として、男性もより育児休職を

取得しやすい環境づくり、育児休職からの職場復帰支援プログラムの充実などに重点を置いて

取り組みます。 

このような取り組みの結果、2007年4月、2009年4月に次世代育成支援策推進法に基づく

認定※1を取得しています。  

 

※1 子育て支援に関する行動計画を達成し、厚生労働省の認定基準をクリアすることであたえられるもの。 

■仕事と家庭の両立支援制度と利用者数－単独 

次世代認定マーク「くるみん」 

育児関連制度
2008年度 

利用者数

産前産後休暇制度
産前産後16週間（産後8週間確保）の休暇を希望にあわせて自由に設定し取得でき

る。

102人

育児休職制度

満１歳到達後の3月末までの子を対象とする育児休職制度。 回数制限なし（短期間で

の夫婦の交代が可）。 配偶者が子を養育できる状態であっても取得可。（たとえば、 

妻が専業主婦でも取得可）

124人（うち

男性１人）

育児勤務制度
小学校3年生3月末までの子を対象とする短時間勤務制度。 午前勤務・午後勤務・6

時間勤務・7時間勤務の4勤務形態から選択可能。

262人（うち

男性3人）

家族サポート制度 出産・入園ならびに小・中・高校入学時に祝金を支給。

育児アシスト 満3歳までの扶養家族を有する従業員を対象に年額10万円支給。

看護休暇
小学校入学までの子を持つ従業員に対し年間5日以内および小学校入学後卒業までの子を持つ

従業員に対し年間5日以内の取得可能。

慶弔休暇（妻の出産） 出産予定日1週間前から出産後3週間までの間に5日間（有休）取得可能。

在宅保育サービス 小学校3年生までの子を対象に、在宅保育サービスの割引券を発行。

再就職制度 出産・育児を理由に退職した人の再就職制度（1974年に労使協定）。
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セクシャルハラスメントは、受けた人の人権を傷つけ、職場環境の悪化や働く意欲の低下にもつながります。当社ではその防

止策として、労使で運営している苦情処理委員会のなかに、職場の上司を介さず匿名で相談できる「セクシャルハラスメント相

談窓口」を設けています。また、従業員の意識啓発のための研修を実施したり、注意すべき言動を記載した携帯可能なハンド

ブックを全従業員に配布するなど、男女ともにより働きやすい職場環境づくりを進めています。 

当社グループでは、従業員および労働組合との対話を通じた良好な関

係づくりを重視しています。三洋電機株式会社および主要な国内グル

ープ会社の約17,000名に及ぶ従業員が加入する三洋電機労働組合と

の間では、従業員の労働条件などに関して日常的に協議しており、労

使のトップが出席する労使協議会も定期的に開催しています。労使協

議会では、経営トップが会社の経営方針を説明するとともに労働組合

から提示される従業員の声を受け止め、それらの声を経営に反映させ

るよう努めています。  

介護関連制度
2008年度 

利用者数

介護休職制度

介護を目的とする休職制度。 1年間まで取得可能（復職が見込まれる場合は6ヶ月を

限度に延長可能）。 月額基本給の40％および社会保険料本人負担分相当額を介護

休職手当として支給。

4人

介護勤務制度
介護を目的とする短時間勤務制度。 午前勤務・午後勤務・6時間勤務・7時間勤務の4

勤務形態から選択可能。 上記介護休職制度との併用可能。

7人

介護アシスト 要介護状態の扶養家族を有する従業員を対象に年額12万円支給。

その他の制度

不妊治療支援 不妊治療目的での休職可。

海外勤務配偶者休職

制度

配偶者の海外勤務期間中、帯同家族として同行する場合に休職可。

 

育児勤務制度を利用して短時間勤務をしたこともありましたが、思い切って休職したことで、余裕を持って育児がで

きたのはもちろんのこと、合間の時間をうまく使って自分の勉強に充てるなど有意義に過ごすことができ、精神的に

もとても充実しました。何より、休職する前に比べて子どもが精神的に安定し、穏やかな性格になったように感じら

れるのが何ものにも変えがたい財産となりました。復帰後の業務の再配分に多少の時間はかかりましたが、再始

動してからは全く問題はなく、職場の人たちの理解にも感謝しています。  

総合労使協議会 
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当社グループが今後も持続的に成長するためには、ブランドビジョンや経営方針に沿って、組織の役割を明確にし、組織とし

て進むべき方向を一致させ、求心力を高めることが重要だと考えています。 

そのため、現在の人事制度では、組織の役割とそのなかで従業員一人ひとりに期待する役割、それぞれの役割を遂行するた

めに習得してほしい専門能力を明示した上で、目標管理制度や評価基準、昇格要件などを定めています。期待する役割に対

する遂行状況や、専門能力の習得度合いの両面をバランス良く評価し、処遇に反映させることで、「納得性・透明性・公平性」

の高い成果主義人事制度としています。 

この人事制度を徹底していくことで、従業員一人ひとりが、自らの役割を認識し、「常に変革に挑戦し続ける人財」を継続的に

育成することができると考えています。一方で、高い成果を追求しようという従業員のモチベーションを喚起することで、従業員

による価値創造と自己成長を促す企業風土を醸成し、従業員にとってより働きがい・やりがいのある会社にすることをめざして

います。  

■明示された役割に基づいた目標管理制度 

明示された役割や専門能力を基に、従業員が明確に設定した業務目標を管理し、その達成に向けて取り組んだ成果を評価す

るためのツールとして目標管理制度を運用しています。 

評価結果は必ず従業員本人に説明して次年度の目標設定や取り組みに反映させており、従業員のより付加価値の高い業務

の遂行や人財育成の強化につなげています。 

また成果が客観的に評価されることから、適切な処遇にも結び付いています。  

■専門能力の向上に連動した昇格制度 

従業員一人ひとりの成果や専門能力を十分に反映し、納得性・公平性のある昇格判定を行えるよう、昇格選考試験は行わ

ず、「仕事のレベル」「専門能力のレベル」「役割全体の遂行状況」を多面的に評価することによって判定を行う制度としていま

す。  
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当社は、従業員の発明へのインセンティブを高めるため、職務発明に対する発明報償制度を設けています。報償内容として

は、出願時の報償、優秀と思われる発明を早期に報償する優秀発明報償、当社の事業で用いられた発明に対する実施報償、

他社へのライセンス許諾により獲得したロイヤリティー収入の一部を還付する報償、クロスライセンスの形で貢献した発明への

報償などがあります。同制度では報償に対して従業員が意見を申し立てることができるようにしており、また、重要な制度改定

にあたっては従業員との協議の機会を設けるなど、従業員からの意見に適切に対応しながら、より妥当性のある報償を実施

できるように努めています。このほか、会社の事業・業績への貢献がもっとも高い特許などについて、毎年開催している当社の

「技術・環境大会※1」で表彰するなど、従業員の成果を讃え、さらに高いモチベーションへとつなげる活動も行っています。  

 

※1 当社グループの技術者が一堂に会し、研究開発や環境への取り組みに関するビジョン・戦略などの共有や、技術・商品開発の成果発表、実施報償の表

彰等により、従業員のモチベーション向上につなげる場であり、経営トップ出席のもと開催します。 

当社グループでは、従業員一人ひとりの自己実現とやりがいを創出し、その能力を最大限に発揮できるための能力開発制度

を充実させています。 

人事制度にあわせて職種別に求められる能力要件を整備し、能力開発プログラムを構築しています。キャリア別の能力開発

プログラムは、OJT、階層別研修、専門能力別研修、キャリアパスで構成しており、従業員の中長期的なキャリアプラン設定に

役立つ仕組みになっています。研修方法は、集合研修、通信教育に加えて、ｅラーニングを充実させているほか、海外留学制

度や社外指導機関による講座への参加など、多様な能力開発支援を実施しています。また、国内事業所だけでなく海外会社

での一部プログラムの導入も予定しています。 

技術・環境大会

集合研修（講義） 集合研修（グループワーク）
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■三洋電機のOFF-JT体系 
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■専門能力別研修の一例 

グローバルマネジメント「International Training Course（ITC研修）」  

グローバル化が進む三洋電機グループの総合力を高めていくためには「価値観や目的の共有」「マネジメント能力の向上」「グ

ループ内での人財交流」が重要との考えに基づき、毎年、海外主要関係会社の上級管理職を対象に実施している研修です。

受講者は、三洋電機の現状や取り巻く環境、今後の事業の方向性などを再確認した上で、改革にチャレンジする意志と自社

だけでなくグループ全体を考えるグローバルな視点を持って、それぞれの会社で何を実践すべきかを検討します。2008年度の

研修は、アメリカ、ドイツ、インドネシアなど9カ国から計12名が参加しました。  

 

職種別専門スキル「戦略構築/実践ワークショップ」 

企業が持続的成長を実現するためには絶えざる変革が不可欠との考えに基づき、単なる座学にとどまらない、アクションラー

ニングによって具体的な企業変革に結びつく戦略の創出を目的とした研修で、バリューチェーンを構成する各機能（研究・技術

開発・商品企画・生産技術・購買・品質保証・営業など）に属する課長クラスを対象とします。職種と所属組織で横断的にチー

ムを構成し、各チームが計4回にわたる研修のなかで当社グループ共通の経営課題を組織横断的に検証し、革新的アプロー

チによる解決のための戦略を立て、その実施に向けた計画を策定して経営幹部に提言します。受講者はまた、この研修で学

んだ経営戦略の基礎と実践方法をもとに、職場の意識変革、行動変容のリーダーとしての役割も担います。 
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当社グループでは、労使、産業医および健康保険組合で構成する安

全衛生委員会を設置しており、中央安全衛生委員会が全社の「安全衛

生活動方針」を決定し、各事業場の安全衛生委員会が全社方針に基

づき、各々の業務特性や状況に応じた方法を加味した安全衛生活動

を実施しています。毎年、経営トップから職場担当者までが参加する全

社安全衛生大会において、当社グループの安全衛生管理の現状およ

び当年度の活動方針を確認するとともに、事業場での活動事例の報

告などを通じて安全衛生意識を高めています。 

当社グループでは、職場の潜在的な危険性や有害性を事前に抽出して適切な安全対策を講じるリスクアセスメントの導入を

進めるとともに、毎月定期的に全社一斉の安全朝礼を実施して安全管理の意識の向上に努めています。 

また、労働災害が発生した場合は、類似災害を防止するため、安全衛生担当者を通じて「災害速報」を全社に配信し注意喚起

を行います。そのうち、休業災害や重大災害が発生した事業場および3カ月以内に複数回の労働災害が発生した事業場につ

いては「安全管理要対策事業場」に指定し、安全衛生委員会が3カ月間に渡って集中的な点検活動や職場パトロールを行い、

再発防止計画の確実な実施を確認しています。 

労働災害ゼロに向け、さらなるリスク低減対策として化学物質および大型設備作業のリスクアセスメントの実施、安全管理対

策事業場制度の強化策として安全監査の導入などに取り組みます。 

■災害発生度数率（100万時間あたり） 

 

全社安全衛生大会 

 

1. 危険ゼロ職場の確立  

2. 総合的な健康づくりの推進  

3. 全員参加の安全衛生活動の展開  
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長時間労働やメンタルヘルスの不調による健康障害防止策、生活習慣病対策を踏まえた定期健康診断の実施と有所見者に

対する精密検査の受診の徹底など健康保持・増進策を重点的な活動方針として全社へ展開しています。 

2009年度からは、「健康チャレンジ21」として、BMI※1標準を大きく上回るもしくは下回る非標準者の減少、BMIの平均値の引き

下げ、禁煙率の引き下げを重点目標に掲げ、職場生活の基盤となる健康づくりを一層強化しています。 

 

※1 Body Mass Indexの略。体重と身長の関係から算出した、ヒトの体格（肥満度）を表す指数。 

■長時間労働による健康障害防止策 

長時間労働は、健康障害だけでなく、疲労や集中力低下による労働災害やメンタルヘルス不調にもつながり、安全衛

生管理上の対策を要する問題です。 

全社統一基準およびさらに厳しく設定した事業場独自基準を超えて時間外労働を行った従業員については、産業医が

面談を実施して作成した意見書をもとに職場での就労環境の改善を行っています。今後は、面談実施基準の要面談水

準を引き下げることで、対策を強化する計画です。 

また、長時間労働そのものを是正するために、常態化している職場に応じた措置をとるとともに、全社的にも定時退社

日の設定や年次有給休暇の取得推進などの取り組みを行っています。 

■メンタルヘルス対策  

企業のメンタルヘルスを取り巻く状況は厳しく、メンタルヘルスの不調を原因とする休職者の割合が増加していることか

ら、予防を含めた適切な対策が必要となっています。 

当社では、従業員自身が自己診断可能なストレスチェックシステムや産業保健センター内の相談窓口などの情報を、

イントラネットを通じて提供し、このシステムによるストレスチェックの結果をもとに個人ケアと職場環境改善活動を実施

しています。また、メンタルヘルスに対する正しい認識を深め、職場でのメンタルヘルス不調者の早期発見・予防を促す

ため、主に管理職を対象として内外講師による講習会やリスナー教育（傾聴法）を事業場ごとに実施しています。今後

もこれらの取り組みを継続するとともに、不調者が発生した場合にも適切な対応によって回復への支援ができるよう、

実践型の教育プログラムや具体的なマニュアルを整備します。 

■新型インフルエンザ対策 

新型インフルエンザ対策については、鳥インフルエンザ（H5N1）が感染拡大した2006年以降、従業員への啓発、注意喚

起を実施してきました。 

2009年に新型インフルエンザA（H1N1）が発生した際には、当社グループの新型インフルエンザ行動ガイドラインに沿っ

て、WHOの警戒レベルがフェーズ4に引き上げられた時点で本社および事業場のある地区ごとに対策本部を立ち上

げ、警戒レベルの動向や厚生労働省の対処方針に基づく対策を講じました。具体的には国内外の感染防止および感

染拡大防止対策を中心に、手洗い・うがいの励行、マスクの着用をはじめ、従業員の健康状態の確認とそれに応じた

適切な行動の指示、海外駐在者とその帯同家族および海外出張者の移動基準の策定などを実施しました。今後は、

秋の流行に備えて精度の高いBCP(事業継続計画)の策定を行います。 

■石綿ばく露による健康障害防止対策 

2005年7月に全社の「アスベスト連絡会」を設置し、製品や建物などの含有調査、結果に基づき飛散の恐れのあるもの

の飛散防止や除去、代替化を実施してきました。また、従事者（ばく露の可能性のあるものを含む）には保護具を支給

し、ばく露防止対策を講じ、過去の従事者を含めて希望者に対する健康診断を行うなど、健康確保を基本に不安解消

に向けた取り組みを継続して実施しています。 
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当社グループの経営資源や得意分野を活かしながら、地域社会の発展・充実、地域社会との共生をめざした社会貢献活動に

取り組んでいます。 

当社グループでは、それぞれの国や地域の法規制を遵守することはもちろん、地域の情勢や慣習なども考慮し、自社基準と

の融和をはかりながら事業活動を進めています。 

地域社会が企業に求める活動や対策を理解し、必要な協力を行うために、事業所単位で地域行政や地域住民の代表の方々

との対話に努めています。また、それらの対話を通じて、当社グループのビジョンや事業活動に対する理解も深めてもらってい

ます。  

当社グループでは、「環境保全」「青少年育成」「従業員のボランティア活動支援」を重点分野として、自社の経営資源や得意

分野を活かした社会貢献活動を行っています。 

こうした企業市民としての活動を通して、従業員一人ひとりがボランティアマインドを育むとともに、生活者としての視点を磨くこ

とで、仕事への活力や生活の潤いを得ることができると考えます。また、共生をめざした地域とのパートナーシップの構築は、

自社の事業の発展にもつながる投資だと考えています。  

■2008年度地域社会・社会貢献活動への支出※1の分野別割合－単独

 

 

※1 現金もしくは現物（製品）による支出としています。  

※2 「その他」には、スポーツ振興、医療、福祉などのための支出が含まれます。 
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当社では、地域社会とのコミュニケーション活動の一環として、学校教育や官公庁の研修目的での工場見学を受け入れてい

ます。2008年度は、東京製作所、岐阜事業所、洲本事業所で43件、のべ1,545名の見学者に来社いただきました。そのうち

1,240名が学校や地域からの学生や子どもの見学者となっており、モノづくりの現場に直接触れることで社会や地球環境への

興味を高めてもらうきっかけづくりを支援しています。 

2005年度から森と水を守る活動の一環として、「三洋の森」づくりワークキャンプを行っています。群馬県高崎市倉渕町と京都

府南丹市美山町の山林において、地元の方々とのコミュニケーションをはかりながら、下草刈り、熊はぎ被害※1防止策、植

樹、バッファゾーン※2への植栽などの森林保全活動を展開しています。これは従業員のボランティアによる活動で（ボランティ

ア休暇取得対象）、開始以来、参加者数は述べ278名となっています。 

※1 熊によって剥ぎ取られた部分から凍害で枯れてしまう被害。 

※2 自然保護地域設定の際の地域区分のひとつで、コアエリアを取り囲んで保護地域外からの影響を緩和するための緩衝地域・地区。 

同キャンペーンは、海岸のゴミを拾い、その種類と数を調査して発生源から対応策を考えるという国際的な環境保全活動で

す。当社グループではその趣旨に賛同し、1992年度より大阪府貝塚市の二色の浜海岸において、他社と協同で活動を行って

います。ゴミが海洋に及ぼす影響を知り、環境保全の大切さを学ぶ場として、2008年度までに1,256名の従業員がボランティア

で参加しています。  

「三洋の森」づくりワークキャンプ（左：群馬県、右：京都府）

ビーチクリーンアップ（二色の浜海岸）
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「京都議定書」発効の地、京都で生まれた産・官・学・市民の協同によるエコイベント「びっくり！エコ100選」に2006年から参加し

ています。これは、環境問題に関する市民の意識を高め、ライフスタイルや消費行動を変えるきっかけとなるような話題を数多

く集めて一挙に展示するイベントです。その趣旨と京都から発信する意義に賛同した当社では、省エネや節水、廃棄物の削減

に役立つ商品を出展しています。本イベントに続いて行われる「京都議定書ウォーキング」にも当社の従業員が参加し、CO2削

減目標の達成に向けた行動を呼びかけています。この発信を通じ、国内外の多くの方々に環境保全の重要性を理解してもら

い、実際の行動につながることを期待しています。  

当社では、約1,000回くり返し使える充電池「eneloop」を題材に、子どもたちへの環境教育に取り組んでいます。2006年4月よ

り、小学校133校で出前授業を行い、約10,470名の子どもたちに「電池をくり返し使う」ことから地球環境の大切さを伝えてきま

した。また、より広く環境教育を支援するため、出前授業で使っている教材を環境教育に携わる方々に無料で提供しています。

小学校をはじめNPOや自治体でも多数活用いただき、約13,080名の子どもたちに、地球環境の大切さ、3R※3活動や充電池の

特長について伝えていただきました。 

2008年度は、「環境モデル都市」に選定された宮古島市、大手旅行会社、当社の3者共同で行った「エコアイランド宮古島プロ

ジェクト」において宮古島の子どもたちに環境授業を開催し、自治体や他業種企業との協働という新たな形での環境教育の輪

も広げています。近年は海外でも環境教育への関心が高まっており、海外のグループ会社による現地校への環境授業も開始

しています。それぞれの国に適した方法で授業を行えるよう、日本からも支援を行っています。 

※3 Reduce（リデュース：削減）、Reuse（リユース：再使用）、Recycle（リサイクル：再資源化）。 

岐阜事業所内の太陽光発電システム は、クリーンエネルギーの可能性と夢を追求する当社グループのシン

ボルとして、そのインパクトある外観によって、太陽光発電の普及啓発に役立っています。また、ソーラーアークに併設された

世界でも珍しい太陽電池科学館では、未来を担う世代が地球環境問題や太陽光発電の科学への関心を高められるような展

示を行っており、小学校から大学までの学生や学校関係者（教員・教育委員会など）、行政関係者の見学を受け入れていま

す。  

小学校での環境授業

「ソーラーアーク」

ソーラーアーク
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当社の と は、人々にスポーツの魅力と感動を、次代を担う子どもたちに夢を

持つことの素晴らしさを伝えることをミッションと考え、積極的に地域交流活動を行っています。バドミントンチームは1992年に

ジュニアバドミントンスクールを開設し、OGを中心に指導にあたっています。地元地域の連盟との共催で小学校の体育館を使

った出前教室を開催し、地域・学校・企業が一体となって小中学生の健全育成を行っているほか、全国各地での技術講習会な

どバドミントンの普及発展をめざす活動にも積極的に協力しています。ワイルドナイツでは、OBを中心に地元地域の小中学生

ラグビースクールで指導を行っているほか、選手やスタッフも一緒になって、タグラグビー※4などを通じて全国の子どもたちと

交流しています。2008年度は延べ16,861名の子どもたちとの交流を通じ、健全育成を支援するとともに、ラグビーファンの拡大

と地域スポーツの形成にも取り組みました。  

※4 タックルの代わりに、腰につけた帯をとるラグビー 

当社グループでは、従業員が積極的にボランティア活動に参加できる環境づく

りを推進しており、1992年度からボランティア休暇・休職制度を導入していま

す。2008年度は147件のボランティア休暇の取得があり、従業員のボランティ

ア活動の場もさまざまな分野に広がっています。また、2006年度からは従業員

の社会貢献活動に対する表彰制度「シルバーリボン賞」も導入しており、職場

での理解を一層深め、より活動しやすい環境づくりを進めるとともに、社内にお

けるボランティアマインドの向上をめざしています。 

■ボランティア休暇 

従業員が平日にボランティア活動やコミュニティ活動に参加する場合、年間6日（半日12回）まで有給の特別休暇を取得できま

す。 

■ボランティア休職 

従業員が長期間ボランティア活動に参加する場合、1カ月以上1年未満の有給の休職が認められます。（青年海外協力隊参加

の場合は、参加のための研修および実際の参加期間。） 

バドミントンチーム ラグビーチーム「ワイルドナイツ」

バドミントン教室 タグラグビー

2008年度シルバーリボン賞
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当社は、「 を通じて、環境保護や自然エネルギーの普及、また、社会教育や子どもの健全育成に貢献す

る団体を支援しています。同財団では、2002年から、そのような団体に対し、太陽光発電システム「ソーラーアーク」の発電によ

る経済効果相当額を助成金として拠出しており、2008年度までの過去7年間の助成実績は21団体、39件※5 （累計助成額は約

4,500万円）となっています。  

※5 継続案件があるため、助成件数と助成先団体数は異なります。  

 

■2008年度の三洋Think GAIA財団助成先一覧 

三洋Think GAIA財団」

団体（所在地） 団体の活動テーマ  支援した活動  

おおつ環境フォーラム 

（滋賀県大津市）  

環境負荷の少ない持続発展可能なまち

づくりを目的とした、市民・事業者・行政

の協働による地球環境保全地域行動計

画の推進。  

・おおつ環境フォーラム生ゴミリサイクル推進事

業 

・土壌改良トレンドおよび栽培野菜品質の分析事

業  

青少年のための 科学の祭典 

（岐阜大学教育学部 

理科教育研究室）  

数学・理科分野のさまざまな実験や工

作などの実体験を通じて青少年が科学

技術に親しむ環境づくり。  

「青少年のための科学の祭典2008」 

岐阜大会inソーラーアーク” 

「ぎふ地球環境塾」 

運営会議 

（岐阜県安八郡 

輪之内町）  

子どもたちに、自分自身の住む地域、生

活を起点とした環境問題意識や解決意

欲を啓発する活動。  

ぎふ地球環境塾  

全国土地改良事業団体連合会

（東京都千代田区）  

子どもや都市在住者に、水と土に育ま

れた食と農業の大切さや農村の多面的

な環境保全機能についての理解を促す

活動。  

・水土里の体験展08 

・「ふるさとの田んぼと水」子ども絵画展2008 

NPO法人 

市川子ども文化ステーション 

（千葉県市川市）  

文化的な体験活動を通して子どもたち

が人とのつながりを感じあえる地域社会

づ くり。  

環境教育の拠点となる親子のひろば事業と環境

学習会  
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電池応用商品、電池の製造販売を行う三洋エナジー（バタム）株式会社では、事業活動により排出される廃棄物の削減に努め

るとともに、分別（プラスチック、紙、有害物質）することにより適切に処理しています。また、電気および水の使用量を削減する

ほか、工場周辺の大気状況のモニタリングを行うなど、環境負荷の低減に努めています。 また、環境法令を遵守するため、新

入社員に対しては環境マネジメントに関する説明会の開催や、環境関連の新規則や要求が発布された場合は従業員に遅滞

なく周知するなど、従業員の環境意識を高める取り組みを行っています。  

 

同社では、RoHS規制物質やその他製品含有化学物質の適切な管理のため、グリーン調達を推進し、サプライヤーに対しては

自社のグリーン調達制度を周知しているほか、サプライヤーとの取引契約のなかで環境条項を盛り込むことやグリーン調達に

関する年次監査を実施することで、その徹底をはかっています。 

デジタルカメラ、POSCAP※1、光ピックアップの製造販売を行う三洋ジャヤ

電子部品（インドネシア）株式会社では、自社の事業活動における環境負

荷低減のため、実質生産高CO2原単位の削減目標を定め、製造時に使用

する電力、ディーゼル燃料、重油、LPG、ガソリンおよび天然ガスなどエネ

ルギーの消費抑制を実施しています。また、地下水や浄水の使用量の削

減や、有害危険廃棄物に関する排出管理を行うことで、工場全体の環境

マネジメントを実施しています。 

これらの環境マネジメント活動については、3カ月に1回、インドネシア環境

省より環境監査を受けており、また、自社でも浄水、排水、排気の各サンプ

ルの検査、騒音調査や有害危険廃棄物の管理などの自主監査を実施し

ています。 

※1 導電性高分子タンタル固体電解コンデンサ 

 環境監査 特定化学物質の含有確認

政府による環境監査
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同社では、取引関係のあるすべての地元サプライヤーに対して、自社の環境方針、グリーン調達、環境負荷化学物質などに

関する環境教育を実施しています。このサプライヤー向けの環境教育は毎年1回実施しており、環境教育に留まらず、三洋電

機のブランドビジョン「Think GAIA」や資材調達に関する同社の考え方についても説明しています。 

マイクロモーターの生産および基板実装を行う三洋精密バタム株式会

社では、自社の環境負荷低減と適切な環境マネジメントに向け、さまざ

まな取り組みを行っています。適切な使用時期・時間帯を定めて電気や

水を使用することでその使用量の削減に努め、またリサイクル紙の活

用による紙使用量の削減やリサイクル梱包の使用による廃棄物の削減

を実施しています。事業活動に伴うCO2排出量は毎月集計して推移を

管理し、廃棄物に関しては、一般廃棄物と有害廃棄物に分別し適切に

処理しています。  

また、従業員の環境意識を高め、これらの活動を社内に一層推進する

ため、新入社員・既存社員を問わず定期的に環境教育を実施していま

す。  

同社では、サプライヤーに対して、自社のグリーン調達基準を遵守いただくよう基準を配布するなど、製品含有化学物質の管

理を適切に行っており、また、調達する部品等の品質、環境対応や調達リスクに関するサプライヤーの監査や訪問を実施する

ことで、調達部品のリスクの最小化に努めています。2008年度は、インドネシア国内のサプライヤーに対して8回の監査と15回

の訪問調査を行いました。  

同社では、従業員の能力開発のため、従業員に対してさまざまな社内外の教育研修の機会を提供しています。また、従業員

の声を直接聞く機会として、労使間での協議を毎月1回開催するなど、良好な関係を維持しています。さらに、従業員に対する

福利厚生の一環として、従業員の要求に基づきスポーツイベントやレクリエーションなどの運営費の負担や会社施設の提供を

行っています。  

品質・環境マネジメント審査

クリスマス祝賀会 ハリラヤ祭り
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冷凍冷蔵機器、エアコン用のコンプレッサおよび冷蔵庫、ポンプ等の製造・販売を行う三洋インドネシア株式会社では、2006年

度より電気、水、ガスの使用量を低減するための独自プロジェクトを導入し、「エアコンの設定温度を27度にする」、「不使用設

備・パソコンの電源オフ」、「節水の徹底」などの取り決めを全社で遂行することで、これまでにそれぞれで約20％以上の削減

効果を創出しています。 

特に、社内での節水を推進するため、同社が製造する水浄化システム「アクアオアシス：Aquaoasis」を活用し、溜めた雨水を浄

化し生産活動で再利用するなど、積極的に水資源の有効活用をはかっています。 

電池、電池応用商品等の販売を行う三洋エナジー（シンガポール）株式会社では、現地の小学校に対して環境授業を実施して

います。この環境授業は、日本での環境授業で使用する教材をもとに、現地の教育コンサルタントに講師を委託して行われて

います。またこの環境授業は、シンガポール日本人大使館やシンガポール環境相の後援により実施され、学校の選定につい

てはシンガポール環境相よりアドバイスをいただき、授業内容についてもシンガポール日本人大使館を通じて在シンガポール

企業へ広く紹介していただいています。 

トイレに貼付される「水節約ラベル」

 
 空調機に貼付される「節電ラベル」

環境授業風景
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半導体の製造を行う三洋半導体タイランド株式会社では、事業活動に対する理解と安心感を高めてもらうために、2006年から

年に一度、環境保全活動をはじめ、安全、品質などの取り組みを地域の人々に直接報告する機会を設けています。報告会に

は全従業員 約2,000人が出席し、地元の県庁職員、村長、警察幹部、病院関係者、小学校の幹部および児童を招いて行いま

す。この報告会は、すべての機関から好評を得ており、従業員の会社に対する誇りにもつながっています。 

さらに、小学校に対しては、地域貢献の一環として、会社からの拠出と従業員からの寄付により運動用具を贈呈するほか、児

童を対象に環境や安全をテーマにしたコンテスト表彰や、運動促進のためのエアロビックダンスコンテストを実施しています。 

同社では、地域の小学校との積極的な交流に努めています。WATSAKAE小学校において、DD Fire社と協力して消火基礎訓

練を開催し、緊急時でも児童が適切に消火できるよう体験学習を実施するほか、児童のリサイクル意識を高めるため、

WONGPANIT社と協力して学校内にアユタヤ県として初のゴミ組合を設立するなどの交流をはかっています。 

生活・製品・環境週間活動 エアロビックダンスコンテスト

消火訓練 ゴミ組合
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同社では、企業市民としての社会的責任を果たすため、毎年地元

の小学校や寺院をはじめ各種社会貢献機関に対するさまざまな寄

付・支援活動を行っています。2008年度は、食品や衣類などの生活

用品や中古電気製品の寄贈をはじめ、災害支援金の寄付や障が

い者に対する支援金の寄付を行っています。 

コールドチェーン機器の製造を行う三洋コマーシャルタイランド株式会社

では、従業員からの意見を聞くため、工場内の5箇所に目安箱を設置し、

さまざまな意見、要望、提案を受け付けています。 

寄せられた意見などは毎月集計、確認し、従業員に対して総合朝礼でそ

の内容を報告するとともに経営の改善に役立てています。また、各職場

の代表者をメンバーとした職場改善委員会を毎月開催し、職場の福利厚

生や安全衛生に関するさまざまな意見交換を行っています。 

デジタルカメラ、液晶プロジェクター、セキュリティカメラなどのデジタル機器や、カラーテレビ、洗濯機などの家電商品を販売す

る三洋タイランド株式会社では、お客さま、取引先、マスコミに対する各種展示会やイベントを開催し、三洋ブランド商品を体感

していただいています。 

2008年度は、液晶プロジェクター、Xactiデジタルムービーカメラ、セキュリティカメラに関するマスコミ向け説明会を開催し、また

地球温暖化の解決に向けたネットワーク構築を目的としてタイ国科学技術省主催によりバンコクで開催された「World 

Alternative Energy Science Expo 2009」（2009年3月）では、太陽電池を出展し、お客さまや取引先に対して当社製品の優位性

を説明するとともに、さまざまな意見交換を行いました。 

小学校への文房具の寄付 

工場内に設置される目安箱 

Dual Camera Xacti発表会 World Alternative Energy Science Expo 2009
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同社では、2009年2月にカセサート大学付属小学校において環境授業を実施しました。これまで同社では、タイの日本人学校

において環境授業を実施しましたが、今年で設立40周年を迎える同社として、地域社会に少しでも貢献したいという想いから、

初めての現地小学校への環境授業が実現しました。 

同社は、全40クラス中7クラスに対して環境授業を行い、約300名の児童が受講しました。これにより、エネルギーや環境に関

する児童の意識を高め、加えて「SANYO」が地球温暖化の防止に寄与する先進企業であることを鮮明に印象付けることができ

ました。 

同社は、タイ国内の寺院に対するセキュリティカメラシステムの寄

贈キャンペーンを実施しています。タイ国内には、25,000を超える

寺院があり、その多くは建立後1,000年を経過するものもあるほど

で、その寺院内には多くの古代仏像が安置されています。セキュリ

ティカメラシステムの導入キャンペーンは、数年前から相次いでい

る仏像の盗難を防止し、地元地域に対する同社の社会的責任を

果たすために実施されており、2008年度は第一段階として、10県

にある10寺院に対して寄贈しました。今後は、セキュリティカメラシ

ステムを100台販売するごとに1台は寺院に寄贈する予定です。 

環境授業 環境授業 

セキュリティカメラシステムを寄贈した寺院 
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カーオーディオおよびノートパソコンの電池パックの製造販売を行う三洋

オートメディア株式会社では、さまざまな環境負荷低減に取り組んでいま

す。自社工場内の電力使用量を削減するため、VSD※2タイプのコンプレ

ッサの給気システムやキャパシターバンクを導入し、蛍光灯用の安定器

を電子制御安定器に交換するなど、効率良く電気を使用することで消費

電力を抑制しています。また、使用していない設備や照明の電源オフや

業務終了15分前の空調機の電源オフを徹底し、さらにこれらの取り組み

について社長や管理職が会議の席で従業員に徹底するなど、全従業員

の省エネルギー意識を高めています。 

自社の環境保全の取り組みに関しては、毎年3回、自社の排水のサンプ

ル採取、測定や、大気中に放出される排気の品質についてモニタリング

をしており、規制値以下を確保しています。これらすべての活動は、6ヶ月

に1回自主監査を行うとともに、第三者認証機関による検査も受けています。 

 

※2 VSD(Variable Speed Drive)：可変速ドライブ。定速と比べて、エネルギー効率や制御性が高い。 

同社では、全従業員や地元のサプライヤーに対して、自社の環境方針、グリーン調達、RoHS対象物質を含む環境負荷化学

物質などに関する環境教育を実施しています。また、同環境教育では、三洋電機のブランドビジョン「Think GAIA」や、事業活

動における環境負荷の低減が自社の責務であることについても説明し、理解を求めています。 

日本の天皇誕生日にあわせ、日本領事館主催による地域住民を対象とした商品展示会が、2008年12月にペナン島内のホテ

ルで開催され、同社は地域の一員として参加し、商品を出典しました。この商品展示会には、マレーシアに進出する多くの日系

企業も参加し、ペナン州の首相を含む多くの来賓が出席し、盛大に行われました。同社が出展した充電池eneloopおよび関連

商品は、当日多くの来客の注目を集めました。 

工場内に設置されるVSDコンプレッサ 

展示ブース
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液晶プロジェクター、デジタルカメラ、セキュリティ商品、民生電子機器およ

び電池の販売を行う三洋オセアニア株式会社は、オーストラリアの一大清

掃イベントである「クリーンアップ・オーストラリア」に協賛しました。1人あたり

の廃棄物発生量がもっとも多いオーストラリアでは、このイベントは、すべて

の国民が清掃活動に参加できる環境イベントとして認知され、約20年間継

続開催されています。今年度の「クリーンアップ・オ－ストラリア・デー」（2009

年3月1日）には約80万人の国民が参加し、企業関係者による「ビジネスクリ

ーンアップデー」（2月24日開催）と学校関係者による「スクールクリーンアッ

プデー」（3月27日開催）を併せると、延べ100万人以上の国民が同イベント

に参加したことになります。 

同社は、イベント主要協賛企業4社のうちの1社として、事業活動において充

電池「eneloop」1個の販売につき5セントを同イベントに拠出するなど積極的

に支援を行っています。また、イベント当日には、学校内での環境関連活動

により生徒や児童に好ましい影響を与えた教師に対して表彰する「グリー

ン・ティーチャー・アワード」が発表され、同社は協賛企業として、全国優勝者

（national winner）や各州優勝者（state winners）に対して「eneloop」充電池

セット、液晶プロジェクターなどSANYO製品を授与しました。 

このほか、イベント会場やイベント関係の媒体物、ホームページをはじめ、

清掃活動で使用するゴミ収集袋にいたるまで「SANYO」のロゴを表示するこ

とで、当社グループの存在感を大々的にアピールしました。 

Clean Up Australiaへの支援が記される 

「eneloop」パック 
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カドニカ電池・ニッケル水素電池・リチウムイオン電池の製造、販売を行う三洋能源（蘇州）有限公司では、教育強化を通じた

地域社会貢献、環境保護や芸術文化教育強化のため、同社が発起人となり、緑色教育基金を設立し、9月24日には基金設立

行事を行いました。この基金を地元企業と一体となる活動に発展させるため、日系企業や日系以外の企業に対しても募金を

呼びかけたことから、賛同企業は13社、募金額も10万元に達しました。 

2008年6月5日の「世界環境デー」にあわせ、地元の胥口中心小学校において「三洋環境保護星」の表彰を行いました。同校

は、地元の小学校で初めて環境授業を行うなど環境への取り組みが盛んで、環境に関する作文や絵画のコンテスト、環境保

護知識の宣伝、環境保護のためのアイディアの募集など、さまざまな活動が行われています。今回の表彰は、同校が行ったこ

れまでの環境授業や作文、絵画コンテストなどの活動のなかで、特に優れたパフォーマンスを披露した小学生72名に対して行

われました。 

表彰式には、地元の環境局の副局長、教育局の科長、胥口鎮政府の幹部をはじめ、校長先生、そして今回の主役である一部

の児童あわせて300人あまりが出席しました。 

  

緑色教育基金設立行事 

三洋環境保護星の表彰式典 
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日本の小学校との交流を望む地元の胥口中心小学校の要望に応え、蘇州日本人学校を紹介しました。両校は、交流計画を

策定し、芸術、書道、絵画などの分野で教師同士、児童同士の交流を2009年から開始することを合意しました。中日友好への

貢献に加え、将来日本の小学校と胥口中心小学校とが姉妹学校になることなどをめざし、さらに交流を深めていく予定です。 

太湖環境の保護、北京オリンピックの成功祈念、および健康促進を目的として、同社と中国銀行の協賛により、2008年7月27

日に太湖湖畔での自転車サイクリングイベントが開催され、計60名が参加しました。このイベントを通じて、三洋電機グループ

の環境理念をアピールすると同時に、中国銀行の地元支店との関係強化、近隣住民の環境意識向上にも役立てられました。 

胥口中心小学校での交流 

自転車サイクリングイベント 
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リチウムイオン電池の素電池と組電池の製造・販売を行う三洋能源（北京）有限公司では、「環境実績を通じて企業の市場競

争力を向上」をテーマに取引先企業が開催した環境実績検討会に参加し、三洋電機のブランドビジョン「Think GAIA」と環境に

配慮した電池の開発と生産について報告しました。この検討会では、参加企業に環境配慮電池とゼロエミッションへの取り組

みを伝えるとともに、闊達な意見交換を行っています。また、取引先からの要請を受けて自社の工場見学や工場応査にも対応

し、自社の取り組みに関するお客さま評価の向上に努めています。 

同社製リチウムイオンの組電池で使用する材料に関して、欧州REACH規制および中国国内法の対象物質の使用状況につい

て、サプライヤーに対して調査を実施しています。この調査は、「電子廃物汚染環境管理方法」に基づく特定有害化学物質の

使用管理を目的として行っており、昨年度は33社のサプライヤーを調査対象に実施しました。 

同社では、食堂、通勤送迎に関する従業員の満足度を測定し、改

善につなげるため、従業員（2,400名）に対してアンケート調査を実

施しています。また、派遣労働者に対しては、住環境の改善のため

派遣労働者の従業員寮を訪問し、派遣会社の管理者と派遣労働者

代表と意見交換を行いました。 

取引先による工場応査 工場見学 

労使による意見交換会 
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エアコンの製造、販売およびサービスを行う瀋陽三洋空調有限公司では、従業員が業務の合理化に関するアイデアを経営層

に伝える「金のアイデア」活動を展開しています。2008年度は、工場内の設備や備品の導入、製造工程の合理化、作業マニュ

アルの見直しや、新商品提案、福利厚生など計22個のアイデアが従業員から提案されました。改善中のものをあわせると、そ

のほとんどが社内業務の合理化策として採用され、改善が実施されています。 

同社は、1993年の設立以来の遼寧省での社会的な取り組みが評価され、同省に進出する外国企業を対象とした社会責任履

行に関する優秀企業賞を受賞しました。同賞は、遼寧省外経貿庁と省外商投資企業協会が表彰するもので、参加条件とし

て、法令遵守、高い環境意識、従業員権利の遵守、高品質の商品・サービスの提供、およびボランティアへの積極参加が挙げ

られています。同社は、ISO9001や中国の品質・環境関連認証を取得し、品質や環境面の取り組みが優れていることに加え、

人事考課制度や福利厚生制度など従業員に対する取り組みや耳の不自由な子どもへの補聴器の援助をはじめとした支援な

どのボランティア活動にも積極的であることが評価されました。 

小型携帯電子機器および車両電子機器の開発・製造・販売・アフターサービス

を行う廣州三洋汽車電子有限公司では、自社のサプライヤーとの関係構築の

ため、毎年サプライヤーに対する研修会を開催しています。2008年度は、すべ

てのサプライヤーに対し、計5回にわたって管理者養成研修を実施しました。 

同社では、労使間の意思疎通を高める一環として、毎年12月に従業員意識アンケートを実施しています。2008年度は前年度

と同様、経営、職場の安全衛生、業務の状況、同僚や上司との意思疎通、賃金・福利厚生などに関する満足度や理解度を調

査しました。満足度や理解度が比較的低い項目については、次年度の活動指針や活動計画に盛り込み、重点的に改善する

予定です。 

サプライヤー向け研修会 
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当社グループの中国地域の統括会社である三洋電機（中国）有限公司で

は、中国国内のグループ会社を対象とした国内環境法規やグループ内の環

境監査に関する説明会を実施しています。2008年8月には大連地区、同年10

月には華東地区の各子会社、関連会社を対象として実施し、それぞれ9社

（60名）、5社（40名）のグループ会社が参加しました。 

同社では、知的財産の専門担当者を配置し、「SANYO」ブランドを含む知的財

産権の保護に努めています。 

特に、中国市場で流通または海外に輸出される模倣品は、三洋ブランドの毀

損に留まらず、お客さまを含め、当社の事業そのものにも多大な影響を及ぼし

ます。同社では、模倣品の取り締まりを強化するため、三洋電機(株)とともに、

JETRO※1や優良ブランド保護委員会※2などの団体を通じて日系、欧米の現

地企業と協働し、税関など関係行政機関に対して模倣品の鑑定説明会を開催

するなど、関係行政機関による取締活動を支援しています。2008年度は、浙江

省、広東省など15地区においてこのような説明会を行い、行政機関との相互

理解を深めることができました。 

2008年には「SANYO」ブランドが、2009年には「三洋」ブランドが、国家工商行

政管理総局商標局により馳名商標※3に公式認定されたことから、同社は、中国内グループ会社の事業活動を支援しながらブ

ランドの保護に一層取り組み、中国のお客さまに安心して当社グループの製品をお買い上げいただけるよう努めていきます。 

 

※1 JETRO (Japan External Trade Organization)：独立行政法人日本貿易振興機構 

※2 「Quality Brands Protection Committee」：中国外商投資企業協会（CAEFI）の下部機関として、180社以上の多国籍企業より構成されている。 

※3 中国での全国的に有名な商標であることを意味する。日本における「著名商標」と同義。 

環境説明会 

模倣品鑑定説明会 （2008年12月10日 スワトウ市）
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カラーテレビ、プロジェクターの製造・販売を行う東莞華強三洋電子有限公司では、サプライヤーに対するREACH規制調査説

明会を開催しました。この説明会は、三洋電機（株）の主催で開催され、三洋電機グループにおける化学物質管理基準や欧州

のREACH規制、MSDS Plus※4やAIS※5に関する説明をサプライヤーに行いました。説明会には、同社のサプライヤー77社、

123名にご出席いただき、加えて同社担当者4名、AV商品の設計を行うグループ企業の深圳華強三洋技術設計有限公司から

も6名の従業員が出席しました。 

また同社では、サプライヤーに対し、欧州市場で使用が禁止されているPFOS(パーフルオロオクタンスルホン酸塩)および

PFOS類似化合物の部品・部材への含有状況について、三洋電機(株)が作成した調査票を用いて調査しています。2008年度

は91社のサプライヤーから回答をいただき、回答結果に基づいた対策をとることで、これらの物質の製品含有を防止していま

す。 

 

※4 Material Safety Data Sheet Plusの略。化学物質、調剤、材料等について、MSDSで扱わない法規制情報を補完する情報を伝達するための調査ツール。  

※5 Article Information Sheetの略。含有物質の濃度が固定された成形品について、含まれる化学物質情報を伝達するための調査ツール。  

REACH規制調査説明会 
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AV商品の設計を行う深圳華強三洋技術設計有限公司では、自社の環境負荷

低減に向け、ISO14001に基づく改善活動を実施しています。廃棄物処理にお

いては、工場内の廃棄物を分別回収し、その種類ごとに適切に処理していま

す。また、環境負荷化学物質の管理においては、サプライヤーに対して特定6

化学物質の調査を実施するとともに、自社内で製品における特定化学物質の

含有を確認しており、当社グループの基準および中国版RoHS規制に対応して

います。 

同社では、従業員一人ひとりが担う業務の拡大とスキルの向上、モチベーショ

ンの向上をはかるため、自社独自の研修システムを設定し、従業員に対する

教育研修を実施しています。 熟練技術者による若手技術者への育成指導に

加えて、社外の専門機関による管理職へのマネージャー研修を導入し、また、

新入社員を中心に日本語教育を実施するとともに、海外での研修や共同開発

のため日本に派遣するなどの啓発を行っています。2008年度は、30人以上の

従業員が海外研修または共同開発に伴う海外渡航をしています。  

分別回収用に設置された廃棄ボックス 

日本で研修する技術者 
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太陽電池用のインゴットとウエハを製造する三洋ソーラー(USA)有限会社では、サンヨー・ノースアメリカ・コーポレーションが実

施する教育制度「SANYO University」のなかで、管理職を対象としたシックスシグマ教育を実施しています。この教育プログラ

ムは、業務プロセスにおける生産性とサービス品質の向上と不良率の低減を目的に開発されており、受講者は週に1回のクラ

スを16週間続けて受講します。2008年度は管理職40名が受講しました。同社では2009年度も継続してこの教育プログラムを

実施する予定です。  

電子部品の販売を行うサンヨー・エレクトロニック・デバイス（USA）コーポレーシ

ョンでは、毎年サンディエゴで開催されるビーチクリーンアッププログラム「Creek 

to Bay Cleanup」活動を支援しています。同プログラムの主催団体であるNPO法

人「I Love A Clean San Diego」への寄付金を募るため、飲料や菓子類の社内販

売を行い、その収益分を寄付金に充当します。また、サンディエゴオフィスの従

業員が社内で飲食した際に発生するリサイクル瓶や缶類を回収、分別し、NPO

法人に引き渡すことで、同プログラム活動を支援しています。これらの活動によ

って2008年度に同社が拠出した収益は、約1,500USドルになりました。  

シックスシグマ教育の受講者 シックスシグマ教育 

リサイクル活動を行う同社従業員
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北米で物流業務を行うサンヨー・ロジスティックス・コーポレーションでは、2008年度から自社独自のリサイクルプログラムを導

入しています。倉庫では、ダンボール箱や梱包材料の回収を行い、オフィスでは空き缶／ボトルや紙などの仕分け回収を行っ

ています。同社の全経営者がこのリサイクルプログラムを支援し、経営者自らが率先してリサイクル活動を実施しています。  

また同社では、電力消費量を削減するため、自社倉庫のすべての電球をエネルギー消費の低いものに順次置き換えていま

す。  

同社では、2008年4月から、従業員に対して安全衛生教育を実施し、職場における労働災害の防止や安全意識の向上をはか

っています。 同社の福利厚生のブローカーである三井住友海上火災（米国）から安全衛生教育に関する教材の無料提供を

受け、同社従業員へのビデオ講習会として開催するもので、これまでにもオフィス勤務者や倉庫勤務者に対して同様のビデオ

講習会を開催しています。  

2008年4月26日にサンディエゴで第6回「Creek to Bay Cleanup」が開

催され、北米地域の事業統括会社であるサンヨー・ノースアメリカ・コ

ーポレーションおよび在米グループ会社3社の従業員とその家族など

52名がボランティアとして参加し、ミッションベイ周辺の清掃活動を行

いました。このビーチクリーンアップは、カリフォルニア州の自然環境

保護を目的としており、サンディエゴのNPO団体「I Love A Clean San 

Diego」が主催しています。  

倉庫での廃棄物の分別  

ビーチクリーンアップ
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同社サンディエゴオフィスでは、オフィス内の廃棄物を削減するため、社内での一次電池の使用を廃止し、当社充電池

「eneloop」に順次置き換える「Let’s Start eneloop Style」キャンペーンを実施しています。キャンペーンの対象機器は、PCのマ

ウス、壁掛時計、社内で使用するデジタルカメラや懐中電灯などで、2009年4月より開始しています。  

また同オフィスでは、非営利団体（NPO）のRBRC（充電池リサイクル協会）と協同で、充電池、携帯電話やPCのリサイクルを行

っています。オフィス内には、リサイクルボックスを設置し、昨年1年間で携帯電話（20台）、充電池（約100個）、コンピュータの

バッテリー5個などを回収しました。  

従業員の能力開発を支援するため、「SANYO University」を開催し、従

業員に社内教育の機会を与えています。この「SANYO University」で行

われるカリキュラムは、カリフォルニア州の税制優遇措置を受けており、

受講料も同州から還付を受けることができるため、上司から承認を得た

カリフォルニア州の従業員は誰でも無償で受講できます。  

2008年4月16日、日本での日本語学習を支援するため、サンディエゴ州立大

学の学生に対して奨学金を授与しました。この奨学金制度は、同大学の日本

語プログラムの教授が設立したもので、今年で25周年を迎えます。  

大学内で開催された授与式にはサンヨー・ノースアメリカの副社長が出席し、

授与者に対して祝辞を述べました。  

オフィスに設置する「eneloop」用チャージステーション  リサイクルボックス 

 SANYO University

奨学金制度  
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同社は、メリーランド州バルティモアでHIV/AIDSの研究と治療のために設立された「The Institute of Human Virology」（ヒトウイ

ルス学研究所）に対して、その設立当初から率先して寄付しており、医学会における他の世界的に著名人とともに、業務用機

器部門の責任者を同学会の顧問として派遣しています。  

オレゴン州と同州都のセイラム市に対して、2009年2月19日、電動アシスト

自転車「eneloop bike」を各1台ずつ寄贈しています。これは、同州主催の

「サスティナビリティ・サミット」に参加した同社が、サミットを象徴する商品と

して、オレゴン州とセイラム市に試験利用していただくために行われたもの

です。  

寄贈された「eneloop bike」  
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太陽電池モジュールの製造を行う三洋ハンガリー有限会社は、世界環境デー（6月5日）にあわせ、管理職を含む従業員が同

社周辺の工業団地内の廃棄物の回収を行うなど、積極的に環境保全活動に参加しています。 また、2008年度は、従業員の

環境意識を高めるため、同社の従業員とその家族を対象に毎年開催される夏祭イベントにおいて、植花ロゴのギネス記録に

挑戦しました。450名の従業員が参加して、活花でSANYOのブランドロゴを造り上げた結果、ハンガリーのギネス記録として認

定されました。このようなイベントを通じて自然に触れ合うことは、従業員にとっても、三洋電機グループのブランドビジョン

「Think GAIA」をより身近にとらえ、自分たちの環境保全に対する公約を知らしめる良い機会となりました。 

同社では、毎年夏休み初日に開催され、子どもから大人まで多くの人が参加する地元の環境イベント「Environmental Children 

Day」に2001年から協賛しています。地域の複数の環境団体と協力して、子どもたちの環境に対する興味を高められるようなブ

ースをつくり、省エネ製品の展示なども行っています。三洋ブースでは、地域の人たちから使用済みの乾電池を回収し、記念

品と交換しています。 

また、同社では、ドログ市内の3つの小学校の5～6年生の生徒を対象に、学校年度の9月～6月に渡って、環境意識の高揚を

目的とした「Think GAIA Competition」を実施し、好評を得ています。生徒たちは3人一組で毎月設定される課題に取り組み、成

果を競います。課題の内容は、三洋電機グループや環境保護をテーマとし、思考を要するものから実践的なものまでバラエテ

ィに富んでいます。同社の従業員がこのプロジェクトメンバーとして企画から実施まで行っています。 

植花ロゴ ギネス記録認定書

Environmental Children Day Think GAIA Competition
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各種電池および電子部品の販売を行う三洋コンポーネントヨーロッパ有限会

社では、2008年9月に、ドイツのミュンヘン日本人国際学校の小学4年生から

中学3年生とフランスのパリ日本人学校の小学4年生の合計92人を対象に、

三洋電機グループとして欧州で初めて環境授業を実施しました。  

くり返し使える充電池を題材に電池の仕組みや環境への影響などを学ぶこ

とで、自分たちの将来について考えるきっかけにもなった様子で、「将来、電

池にかかわる仕事もいいな」という感想も寄せられました。同社では、さらに

多くの子どもたちに、「くり返し使う」ことによって地球環境に配慮した生活が

できることを伝えていきたいという想いから、ドイツ各都市での授業の実施も

検討しています。 

欧州地域の統括会社である三洋ヨーロッパ株式会社では、自社にお

けるさまざまな環境負荷低減活動を行っています。同社の自社ビル

は、最新の環境基準により設計されており、エネルギー消費が少なく

経済的であり、加えて、屋根に太陽電池パネルが設置されており、クリ

ーンエネルギーの恩恵を享受することができます。 

また同社では、紙や廃棄物のリサイクルに積極的に取り組んでおり、

従業員の入社時には、リサイクルや廃棄物削減に関する内容を盛り

込んだハンドブックを提供するなど、従業員の環境意識を高めていま

す。 

ドイツでの環境授業

同社ビルの屋根に設置するHITソーラーパネル 
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授賞機関・主催者など 表彰名など 対象活動・製品など 関係部門・会社 時 期

ドイツ・ハノーバー 

工業デザイン協会
「iFプロダクトデザイン賞 金賞」 「エネループ ソーラーライト」 モバイルエナジーカンパニー 2009.03

社団法人 日本機械工業連合会
平成20年度（第29回）優秀省エネル

ギー表彰

「低負荷時高効率ガス吸収冷温水

機（FシリーズPE型）」
コマーシャルカンパニー 2009.01

エコプロダクツ大賞推進協議会
「第5回 エコプロダクツ大賞」 

エコサービス部門経済産業大臣賞
「エコストアシステム」 コマーシャルカンパニー 2008.11

グリーンIT推進協議会
グリーンITアワード2008 審査員特

別賞

「冷媒式Rear Door Heat eXchanger

（RDHX）導入サービス」
コマーシャルカンパニー 2008.09

インダストリアル・デザイナー協会
「IDEA賞（International Design 

Excellence Awards）」銅賞

「eneloop solar charger（エネループ 

ソーラー チャージャー）」と「eneloop 

air fresher（エネループ エアフレッシ

ャー）」

モバイルエナジーカンパニー 2008.07

（財）ヒートポンプ・蓄熱センター

「第10回 電力負荷平準化機器・シ

ステム表彰」ヒートポンプ・蓄熱セン

ター振興賞 

「水熱源ガスヒートポンプエアコン」 コマーシャルカンパニー 2008.06

（財）ヒートポンプ・蓄熱センター

「第10回 電力負荷平準化機器・シ

ステム表彰」ヒートポンプ・蓄熱セン

ター理事長賞 

「多機能型自然冷媒ヒートポンプ給

湯機」と「高期間効率ガス吸収冷温

水機（FシリーズPE型）」

コマーシャルカンパニー 2008.06

（財）省エネルギーセンター
平成19年度「省エネ大賞」省エネル

ギーセンター会長賞

「寒冷地向け多機能型エコキュー

ト」
コマーシャルカンパニー 2008.01

ドイツ・ハノーバー 

工業デザイン協会
「iFデザイン賞」 「eneloop」, 「eneloop solar charger」 モバイルエナジーカンパニー 2007.12

国土交通省 中国運輸局 中国グリ

ーン物流パートナーシップ会議

平成19年度モーダルシフト優良荷

主表彰

物流を環境負荷の小さい鉄道・海

運利用へと転換するモーダルシフト

の推進

三洋電機ロジスティクス（株）鳥取

営業所
2007.10

（財）日本産業デザイン振興会
2007年度「グッドデザイン大賞（内

閣総理大臣賞）」
「eneloop universe products」

モバイルエナジーカンパニー 

アドバンストデザインセンター
2007.10

日本国（総理大臣表彰）
ものづくり日本大賞「優秀賞」（2）製

品・技術開発部門
「eneloop」

モバイルエナジーカンパニー 

アドバンストデザインセンター
2007.08

（社）群馬県雇用開発協会

平成19年度障がい者雇用優良事

業所 

知事表彰

障がい者の雇用促進 三洋エナジートワイセル（株） 2007.09

平成19年度障がい者雇用優良事

業所 

協会長表彰

知的障がい者の雇用促進
三洋ハートエコロジー（株）群馬事

業所
2007.09

テクニカルコミュニケーター協会

日本マニュアルコンテスト2007「実

行委員特別賞 Webマニュアル奨

励賞」

「Xacti DMX-CG65」のWebマニュア

ル
DIカンパニー 2007.08

（社）日本ガス協会 「平成19年度技術賞」
ガスヒートポンプエアコン「ハイパワ

ーエクセル」
コマーシャルカンパニー 2007.06

（財）ヒートポンプ・蓄熱センター

「第9回電力負荷平準化機器・シス

テム表彰」ヒートポンプ・蓄熱センタ

ー理事長賞

ガスヒートポンプエアコン「ハイパワ

ーエクセル」
コマーシャルカンパニー 2007.06

タイ国

「最優秀企業総理大臣賞」 

エネルギー部門「優秀企業総理大

臣賞」

 三洋半導体タイランド（株） 2007.05

（社）日本冷凍空調学会 「日本冷凍空調学会賞技術賞」
排熱投入型ガス吸収冷温水機「超

省エネルギー型ジェネリンク」

コマーシャルカンパニー（東京ガス

との共同開発）
2007.05

JEMA（社団法人日本電機工業会）

平成19年度「電機工業技術功績者

表彰」進歩賞

ドラム式洗濯乾燥機AWD-AQ1の開

発
クリーンエナジーカンパニー 2007.04

平成19年度「電機工業技術功績者

表彰」奨励賞

virus washer機能搭載 空気清浄

機ABC-VW24, VW-VF10Bの開発

コマーシャルカンパニー 

生活家電本部
2007.04
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中国地方電力使用合理化委員会
中国経済産業局長表彰「エネルギ

ー管理優良工場」 

工場でのエネルギー管理、省エネ

ルギーに関する取り組み 
三洋エナジー鳥取(株) 2007.02 

エコプロダクツ大賞推進協議会 
「第3回エコプロダクツ大賞」エコプ

ロダクツ部門 環境大臣賞 

自己放電抑制タイプの新型ニッケ

ル水素電池「eneloop」 
モバイルエナジーカンパニー 2006.11 

（社）日本パッケージデザイン協会 
「日本パッケージデザイン大賞」

2007金賞 
eneloopパッケージデザイン ブランド本部 2006.11 

国土交通省 中国運輸局 中国グリ

ーン物流パートナーシップ会議

平成18年度モーダルシフト優良荷

主表彰

物流を環境負荷の小さい鉄道・海

運利用へと転換するモーダルシフト

の推進

三洋電機ロジスティクス（株）鳥取

営業所
2006.10

日本経済新聞社 日経地球環境技術賞 

自己放電を大幅に抑制した新型ニ

ッケル水素電池“eneloop（エネルー

プ）”の開発 

三洋エナジートワイセル㈱ 2006.10 

（社）日本広告主協会 

第46回消費者のためになった広告

コンクール「テレビ広告 15秒以内

ブロック」金賞 

eneloop「大切な資源編」 ブランド本部 2006.10 

鳥取県、社団法人鳥取県高齢・障

害者雇用促進協会 

障害者雇用優良事業所「鳥取県知

事表彰」 
障害者雇用の取り組み 千代三洋工業（株） 2006.9 

中央労働災害防止協会 

平成18年度 工夫・改善・活動事例

コンクール（安全・衛生・快適考案

部門）銀賞 

吸収冷温水機組立時の高所作業

時の安全帯着用のための門形梯

子等 

三洋東京マニュファクチャリング

（株） 
2006.9 

中国蘇洲市 清潔生産審査 
生産廃水の排出ゼロ、使用電力の

節減、グリーン調達などの取組み 
三洋エナジー蘇洲 2006.8 

経済産業省 
第42回 電気保安功労者経済産業

大臣表彰「工場等の部」 

モバイルエナジーカンパニー徳島

工場 
モバイルエナジーカンパニー 2006.8 

（社）日本ガス協会 
平成18年度技術大賞（他社との合

同受賞） 
家庭用燃料電池の開発 コマーシャルカンパニー 2006.6 

豊かな環境づくり大阪府民会議 
「おおさか環境賞」事業活動の部 

奨励賞 

クリーンエナジーカンパニー二色浜

工場における環境保全活動の推進 
クリーンエナジーカンパニー 2006.6 

岐阜新聞社 岐阜新聞大賞 環境部門 ソーラーアークにおける環境活動 三洋電機岐阜事業所 2006.2

財団法人ヒートポンプ・蓄熱センタ

ー

財団法人ヒートポンプ・蓄熱センタ

ー理事長賞

HFC系冷媒R410A採用ガスヒートポ

ンプエアコン「K1シリーズ」 

高効率蒸気二重効用吸収冷凍機

「蒸気消費量 3.5kg/h RTシリーズ」 

高出力多機能型自然冷媒ヒートポ

ンプ給湯機「SHP-TCH37D」

コマーシャルカンパニー 2005.6

タイ国
2005年度優良企業首相賞 

環境品質保全部門

排水処理システム｢アクアクローザ｣

による水の再利用、廃棄物のリサ

イクル

三洋半導体タイランド（株） 2005.5

財団法人 

電気科学奨励会
第52回電気科学技術奨励賞 電解窒素除去装置 コマーシャル技術本部 2004.11

CDMA Development Group

3G CDMA Industry Achievement 

Award 「Subscriber Technology 

Innovation」

携帯電話「INFOBAR(インフォバ

ー)」
鳥取三洋電機 2004.9

東京都台東区 廃棄物処理「優秀事業者」表彰
ごみの発生抑制、リサイクルへの

取組み

三洋電機 

東京ビル
2004.9

財団法人 

全国危険物安全協会

平成16年度 

優良危険物関係事業所表彰 

消防庁長官表彰

工場の保安管理体制整備(危険物

の安全管理、保安施策推進、防災

教育など)

東京製作所 2004.6

社団法人 

日本水環境学会
技術賞 鉄電解方式リン除去装置 営業開発本部 2004.6

埼玉県
第5回さいたま環境賞 彩の国エコ

アップ大賞
屋上緑化

関東三洋 

セミコンダクターズ(株) 

羽生・真岡生産センター羽生工場

2004.6

ステンレス協会
「第10回ステンレス協会賞」最優秀

賞(製品部門)

家庭用冷蔵庫「クールカーテン」SR

－S42B他
三洋デザインセンター 2004.3

豊かな環境づくり大阪府民会議 おおさか環境賞(事業部門・奨励賞) 省エネ対応型ビル 三洋電機守口本社 2003.6

(財)ヒートポンプ・貯熱センター
第5回電力負荷平準化機器システ

ム表彰

パッケージエアコン 

「スーパーエスパシオ I I シリーズ」
三洋電機空調(株) 2003.6

(財)省エネルギーセンター
(省エネルギー機器システム表彰) 

第13回省エネ大賞

パッケージエアコン 

「スーパーエスパシオ I I シリーズ」
三洋電機空調(株) 2003.6

第3回太陽光発電世界会議 太陽光発電世界会議特別賞 三洋の太陽光発電事業の成長
三洋電機 

会長
2003.5
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(財)クリーンジャパンセンター
平成14年度 

資源循環技術・システム表彰

半導体製造工程廃水からのシリコ

ン回収システム
セミコンダクターカンパニー 2003.3

(財)社会経済生産性本部 

エネルギー環境教育情報センター

エネルギー広報施設・広報活動表

彰制度第12回(平成14年度)部門賞 

エネルギー環境教育情報センター

運営委員長奨励賞展示物部門

三洋電機「ソーラーアーク」 ソーラーアーク 2003.2

NPO法人地域交流センター 

日本経済新聞社

第21回環境広告コンクール 

環境広告大賞・環境大臣賞
ソーラーアークの広告 ソーラーアーク 2002.12

ERT社 

(ELECTRO RETAIL MAGAZINE) 

環境コンテスト

ERグループ環境賞

カラーテレビ生産における水性ペイ

ントの全面使用やプラスチック類の

リサイクルなど

三洋工業(英国) 2003

(財)日本緑化センター 第21回工場緑化優良工場 工場緑化の推進

関東三洋 

セミコンダクターズ(株) 

粕川生産センター

2002

中国経済産業局長表彰
平成13年度エネルギー管理優良工

場表彰
工場の省エネルギー推進

鳥取三洋電機(株) 

デバイス 

事業本部 

LCD鳥取事業部

2002

日経BP社 日経BP技術賞 エコロジー部門賞

全自動洗濯機「超音波と電解水で

洗おう」 

ASW-ZRシリーズ

HAC電化事業部 2002

豊かな環境づくり大阪府民会議 おおさか環境賞(事業者部門・大賞)

産業廃棄物のリサイクル、 

省エネへの取り組み、植樹活動な

ど

三洋電機 

大東事業所
2001

中国地方電力使用合理化委員会
エネルギー管理優良工場委員会表

彰
工場の省エネへの取り組み 三洋エナジー鳥取(株) 2001

滋賀県 エコライフ大賞

全自動洗濯機「超音波と電解水で

洗おう」 

ASW-ZRシリーズ

HAC電化事業部 2001

(財)ヒートポンプ・貯熱センター

99年度 

ヒートポンプ・貯熱センター理事長

賞

ショーケース等の冷却用ガスエンジ

ン 

コンディションユニット「ガスエンジン

冷凍機」

三洋電機空調(株) 2000

(社)日本電機工業会 会長賞
掃除機ジェットターン方式SC-JT80

の開発

三洋電機 

回転機事業部
2000
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